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1.はじめに 

 現在、北海道では年間約 40 万トンのほたてが水揚げされて

いるが、それに伴い約 11 万トンの貝殻が廃棄物として発生し

ていることが明らかになっている 1)。北海道の主要な水産物

で、今後も安定した生産量が見込まれるほたて貝の持つ炭素

固定性に着目し、PCa コンクリート部材にほたて貝殻砂を細

骨材として置換した、カーボンニュートラル建材の開発を目

的として研究 2)～5)を進めている。2009 年国連環境計画（UNEP）

にて、浅場の海洋生態系に取り込まれた炭素が「ブルーカー

ボン」と命名され、海洋生態系が炭素吸収源として位置付け

られており、一般的には主に藻類などの生育中の水産資源を

指すが、本旨であるほたて貝殻は、固化物として CO₂を固定

化しており、長期利用される PCa 部材等の建設材料として使

用可能とするものである。既往の研究では、北海道南西部の

内浦湾で水揚げされた養殖ほたて貝の殻を原料に、地元の製

造会社が少量生産で丁寧に加工した貝殻砂（記号 Hs）を使用

して実験を行ってきたが、実用化に向けて本報は、低コスト

の貝殻砂を大規模設備で量産が可能な、北海道東部にあるも

う一つの製造会社から貝殻砂（記号 Hbs）を入手して、これま

でと同様の実験を行い、コンクリート用の細骨材として使用

できるかを検証する。 

 

2.ほたて貝殻砂使用コンクリートによる研究 

2.1 ほたて貝殻砂の製造 

 図 1 に本研究で使用したほたて貝殻砂 Hbs の製造フローを

示す。現在北海道では、ほたて貝殻は未利用資源と定義され

ているため、Hbs の製造工場は水産加工場より産業廃棄物で

あるほたて貝殻を購入し貝殻砂の製造を行っている。今回の

コンクリートでは、粒径 0.6～1.2mm の製品を使用してい

る。しかし、図 1⑧のエコセパレーターは時間制で篩をかけ

ているため、分級が不十分であり、完全に微粉末を取り除く

ことができないと工場視察で確認できた。図 2 の a)に貝殻砂

70%と石灰砕砂 30%を混合した砂の粒度分布を、b)c)にほた

て貝殻砂の形状を示す。ふるい分け試験の結果、0.3mm 以下

の砂が（以下、微粉末）12%含まれていることが分かった。

本報では、微粉末を全く除かないものを 12%、半分取り除い

たものを 6%、全て取り除いたものを 0%と表記する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.2 実験の方針 

 本研究では、貝殻砂 Hbs を用いて、貝殻砂置換率の違いに

加え、微粉末混入率の異なるものを含めた計 6 調合のコンク

リートのフレッシュ性状と圧縮強度、長さ変化試験、促進中

性化試験、凍結融解試験の確認を行う。併せて、貝殻砂の微

粉末を全て取り除いた 2 調合については、引張強度と曲げ強

度の測定を行う。外壁 PCa コンクリート部材としての要求

性能を満たすことができるかを確認し、今後の実機練りに向

けての課題を検討する。 

2.3 使用材料および実験内容 

 表 1 に貝殻砂使用コンクリートの使用材料を、表 2 に PCa

部材に用いるコンクリートの、目標のフレッシュ性状と圧縮

強度を、表 3 にコンクリートの計画調合を、表 4 に実験の要

因と水準を、表 5 に試験項目および内容を示す。貝殻砂置換

率、シリカフューム添加率、貝殻砂に占める微粉末混入率を

試験要因としており、貝殻砂置換率 50%に対するシリカフュ

ームの外割添加率は 5%とし、貝殻砂置換率 70%に対するシ

リカフュームの外割添加率は 20%として、微粉末混入率

0%,6%,12%の 3 水準を組み合わせた計 6 調合について試験練

りを行った。 
表 1 使用材料 

材料 記号 名称 内容 

水 W 上水道水 密度 1.00g/cm3 

セメント C 
早強ポルトランドセメント 

(外壁 PCa パネル想定) 
密度 3.14g/cm3 

混和材 Sp シリカフューム 密度 2.2g/cm3 

細骨材 
Ls 高知県鳥形山石灰石砕砂 表乾密度 2.65g/cm3 

Hbs ほたて貝殻砂（Hbs 使用） 表乾密度 2.62g/cm3 

粗骨材 Lg 高知県鳥形山石灰石砕石 表乾密度 2.65g/cm3 

化学混和剤 
Ad 高性能減水剤 ポリカルボン酸エーテル系化合物 

AE AE 剤 天然樹脂酸塩 

 

 
a)粒度分布     b)貝殻砂 Hs   c)貝殻砂 Hbs 
図 2 貝殻砂と石灰砕砂を混合した砂の粒度分布と 

ほたて貝殻砂の形状(1 目盛 1mm) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図 1 貝殻砂 Hbs 製造フロー6) 



表 2 目標のフレッシュ性状と圧縮強度 
項目 目標値 

空気量 4.5±1.5 % 

スランプ 12±2.5 cm 

設計基準強度 30 N/mm2 

脱型時強度 15 N/mm2 

 

表 3 コンクリートの計画調合 

調合 
単位量(kg/m3) 

C W Ls Hbs(%) Lg Sp Ad(C×) AE(C×) 

①BC50/5/0 356 168 425 399(0%) 976 18 2.1(0.6%) 0.71(0.2%) 

②BC50/5/6 356 168 425 399(6%) 976 18 2.5(0.7%) 0.71(0.2%) 

③BC50/5/12 356 168 425 399(12%) 976 18 2.5(0.7%) 0.71(0.2%) 

④BC70/20/0 356 192 204 470(0%) 976 71 3.2(0.9%) 0.71(0.2%) 

⑤BC70/20/6 356 192 204 470(6%) 976 71 3.6(1.0%) 0.71(0.2%) 

⑥BC70/20/12 356 192 204 470(12%) 976 71 3.9(1.1%) 0.71(0.2%) 
備考）Hbs の()内は、0.3 ㎜以下の微粉末混入率を示す。 

結合材は B=C+Sp とし、W/B=0.45 で一定とする。 

 

表 4 実験の要因と水準 
要因 水準 

ほたて貝殻砂種類 BC(Hbs) 

セメント種類 
PCa 部材想定・ 

早強ポルトランドセメント一定 

水結合比 W/b= 45%一定 

細骨材中の貝殻砂割合(%) 0,30,50,70% 

貝殻砂中の微粉末割合(%) 0,6,12% 

シリカフューム割合(％) 5,20% 

化学混和剤使用量 通常使用量以下で、フレッシュ性状評価 

コンクリート種類 

貝殻砂種類/貝殻砂置換割合 

/シリカフューム添加割合/微粉末割合 

＝①(BC50/5/0),②(BC50/5/6), 

③(BC50/5/12),④(BC70/20/0), 

⑤(BC70/20/6),⑥(BC70/20/12) 

計 6 種類 

 

表 5 試験方法および内容 

 

 

  
a)スランプ値        b)単位容積質量 

  
   c)空気量        d)試験の様子 
図 3 ほたて貝殻砂コンクリートのフレッシュ性状 

 

2.4 ほたて貝殻砂コンクリートのフレッシュ性状 

 図 3 にコンクリートのフレッシュ性状試験の結果を示す。

a)スランプ値の小さい調合③と④は、高性能減水剤の添加量

が足りず、ほたて貝殻砂の扁平で角張った形状によって流動

性が妨げられたと考えられる。反対に、調合②と⑤と⑥は高

性能減水剤の添加量が多いため目標値を超えたと考えられ

る。また、高性能減水剤の添加率が等しい調合②と③を比較

すると、微粉末混入率が多い調合③のスランプ値が小さい

が、これは微粉末が水を多く取り込むことで、より粘度のあ

るモルタルになったためと考えられる。よって、スランプ値

は貝殻砂置換率や微粉末混入率の影響を受けるが、化学混和

剤の添加によって調整が可能であると考えられる。次に、b)

単位容積質量は、BC50/5 シリーズと比較して BC70/20 シリ

ーズが小さく、また、微粉末が多いほど低下する傾向が見ら

れる。加えて、c)空気量は全調合で目標値の範囲内である

が、空気量が大きいものは単位容積質量が小さくなっており

相関がみられる。これは貝殻砂の形状特性により、貝殻砂置

換率や微粉末混入率が多いと貝殻砂とその他の材料が上手く

かみ合わずに空隙が生じて、巻き込み空気が多くなるためだ

と考えられる。 

2.5 ほたて貝殻砂コンクリートの力学特性 

 圧縮強度試験の結果を図 4 の a)に示す。調合①と④を比較

すると、材齢 7 日までは調合①の方がやや高い値を示してい

るが、材齢 28 日では逆転して、調合④の方が高い結果となっ

ている。BC50/5 シリーズは強度発現が早く、その後の伸びが

小さいのに対し、BC70/20 シリーズは材齢 7 日以降の伸びが

大きいことがわかる。したがって、ほたて貝殻砂置換率が高

い調合では強度の上昇が緩やかで最終的な強度は高くなると

考えられる。また、微粉末混入率の違いでは、BC50/5 シリー

ズと、BC70/20 シリーズのどちらにおいても大きな差は見ら

れないことから、気中養生下においては、ほたて貝殻砂の微

粉末混入率は圧縮強度に大きく影響はないと考えられる。次

に、割裂引張強度試験の結果を図 4 の c)に示す。材齢 1 日と

7 日については、大きな差はなく調合①が若干上回るが、28

日では調合④が約 1.1 倍の強度結果となり、圧縮強度と同様

の傾向が見られる。そして、材齢 28 日の曲げ強度試験の結果 

 試験項目 方法および内容 

フ

レ

ッ

シ

ュ

性

状 

スランプ試験 

(mm) 

JIS A 1101:コンクリートのスランプ試験方法 

調合：①(BC50/5/0),②(BC50/5/6), 

③(BC50/5/12),④(BC70/20/0), 

⑤(BC70/20/6),⑥(BC70/20/12) 

単位容積質量 

(g/mm3) 

JIS A 1116:フレッシュコンクリートの単位容積質量試験方

法及び空気量の質量による試験方法（質量方法） 

調合：①,②,③,④,⑤,⑥ 

空気量(%) 

JIS A 1128:フレッシュコンクリートの空気量の圧力による

試験方法−空気室圧力方法 

調合：①,②,③,④,⑤,⑥ 

力

学

特

性 

圧縮強度 

(N/㎟) 

JIS A 1108:コンクリートの圧縮強度試験方法 

円柱試験体（D:100 ㎜,H:200 ㎜）気中養生 

材齢：1d,7d,28d（各 3 本） 

調合：①,②,③,④,⑤,⑥ 

割裂引張強度 

(N/㎟) 

JIS A 1113:コンクリートの割裂引張強度試験方法 

円柱試験体（D:100 ㎜,H:200 ㎜）水中養生 

材齢：1d,7d,28d（各 3 本） 

調合：①(BC50/5/0),④(BC70/20/0) 

曲げ強度 

(N/㎟) 

JIS A 1106:コンクリートの曲げ強度試験方法 

角柱試験体（H:100 ㎜,W:100 ㎜,L:400 ㎜）水中養生 

材齢：28d（各 3 本） 

調合：①,④ 

耐

久

性 

長さ変化試験 

JIS A 1129-2：モルタル及びコンクリートの長さ変化測定方

法−第 2 部：コンタクトゲージ方法 

角柱試験体（H:100 ㎜,W:100 ㎜,L:400 ㎜）(各 3 本) 

保存期間：0d,7d,28d,56d,91d,162d,182d 

保存条件：温度 20±2℃,RH(60±5)%の恒温恒湿室 

支持箇所：試験体の両端から約 80mm 

調合：①,②,③,④,⑤,⑥ 

促進中性化 

試験 

JIS A 1153：コンクリートの促進中性化試験方法 

JIS A 1152：コンクリートの中性化深さの測定方法 

角柱試験体（H:100 ㎜,W:100 ㎜,L:400 ㎜）(各 3 本) 

促進期間：28d,56d,91d,162d 

促進条件：温度 20±2℃,相対湿度(60±5)%, 

二酸化炭素濃度(5±0.2)%の恒温室温室 

測定位置：間隔 16mm,左右 5 か所ずつ 

調合：①,②,③,④,⑤,⑥ 

凍結融解試験 

JIS A 1148：コンクリートの凍結融解試験方法 

角柱試験体（H:100 ㎜,W:100 ㎜,L:400 ㎜）(各 3 本) 

中心部温度：最高 5±2℃,最低-18±2℃の範囲内 

1 サイクル：3 時間以上 4 時間以内 

ブライン温度：20℃～-25℃の範囲内 

測定サイクル：30s,60s,90s,120s,150s, 

180s,210s,240s,270s,300s 

調合：①,②,③,④,⑤,⑥ 



  
a)圧縮強度      b)圧縮試験の様子 

  
  c)割裂引張強度       d)曲げ強度 

図 4 ほたて貝殻砂コンクリートの力学特性 

 

  

a)長さ変化率       b)質量変化率 

  

c)長さ変化率と質量減少率の相関   d)試験の様子 

図 5 ほたて貝殻砂コンクリートの収縮特性 

 

 

a)中性化深さ       b)中性化速度係数 

図 6 ほたて貝殻砂コンクリートの中性化深さ特性 

を図 4 の d)に示す。こちらも貝殻砂置換率の大きい調合④の

方が①を上回っていることがわかる。これは、シリカフュー

ムの外割添加率の違いによる強度発現への影響も考えられる

が、貝殻砂の扁平で角張った形状が、曲げ変形に抵抗する効

果を発揮して、ほたて貝殻砂置換率が高い調合④の強度が高

くなったと考えられる。 

2.6 ほたて貝殻砂コンクリートの長さ変化試験 

 図 5 にコンクリートの収縮特性を示す。コンクリート中の

空隙には径の小さいものから順に、ゲル空隙、毛細管空隙、

小径エントラップトエア、大径エントラップトエアなどがあ

る。図 5 の a)長さ変化率より、BC50/5 シリーズでは微粉末を

含んでいない調合①が最も収縮が小さく、微粉末割合の増加

によって収縮率が大きくなることがわかる。これは、微粉末

が混入することで収縮に関係するエントラップトエアよりも

小さな空隙が発生することが原因であると推測できる。一方

で、BC70/20 シリーズは微粉末が少ない調合④の収縮が大き

い。これは、フレッシュ性状の空気量が小さいことやほたて

貝殻砂の微粉末が上手くかみ合わさったことでエントラップ

トエア以下の小さな空隙が多く発生し、乾燥に伴う収縮が発

生したことで値が大きくなっており、空気量が大きいものは

収縮に影響しない程度の大きさの空隙ができてしまい、変化

が起こりにくいと考えられる。つまり、ほたて貝殻砂置換率

や微粉末混入率だけでなく、空気量も関係すると言える。ま

た、日本建築学会の JASS5 鉄筋コンクリート工事によると、

計画供用期間の級が長期および超長期のコンクリートでは、

使用するコンクリートの乾燥収縮率は 8×10-4 とすることを踏

まえて、今回ほたて貝殻砂を置換した試験体の収縮量は使用

上問題のない範囲であると言える。次に、図 5 の b)質量減少

率より、BC50/5 シリーズと BC70/20 シリーズで、ともに微粉

末が 0%である調合①・④の質量減少率が大きく、微粉末を含

んでいる調合の方が質量減少率は小さい。これは、微粉末が

混入することでより緻密になり大きな空隙の数が減り、結果

的に含水が少なくなることが原因であると考えられる。続い

て図 5 の c)平均長さ変化率と質量減少率の相関より、調合④

は一定時間経過後の質量減少に対する長さ変化が大きくなっ

ている。乾燥初期段階において気泡からの水分蒸発と毛細管

空隙の水分蒸発に伴う、質量減少と乾燥収縮が同時に発生し

た後に、乾燥期間が進むと、毛細管空隙を主とした乾燥に伴

う収縮が進行したと考えられ、貝殻砂置換率とシリカフュー

ム添加率、微粉末混入率の影響で生まれた空隙分布の違いが、

質量減少や時間変化に伴う収縮率の増加につながると考えら

れる。 

2.7 ほたて貝殻砂コンクリートの促進中性化試験 

 図 6 にほたて貝殻砂コンクリートにおける各試験体の中性

化深さについて材齢ごとの変化と中性化速度係数を示す。グ

ラフより、BC70/20 シリーズが BC50/5 シリーズに比べて 1.5

～2 倍程度大きいことがわかる。続いて、BC50/5 シリーズで

微粉末を含んでいる調合②と③は、微粉末を含んでいない調

合①と比べて中性化深さが若干小さい。BC70/20 シリーズに

おいては微粉末を多く含んでいない調合④が若干大きな値を

取っている。しかし大きな差ではないため、ほたて貝殻砂中

の微粉末割合は中性化深さに対する影響は小さい。既往の研

究 5)と同じく、粒形の良い石灰砕砂とは異なり、扁平で角張

った形状を持つほたて貝殻砂の置換率の増減で中性化深さに

多少の差が発生するが、微粉末による影響は微々たるものと

考えられる。また、グラフ全体より、ほたて貝殻砂置換率で 



  
a)相対動弾性係数      b)質量変化率 

 

c)耐久性指数     d)一次共鳴振動数測定 

図 7 ほたて貝殻砂コンクリートの凍結融解抵抗性 

 

違いは見られるが、全体として中性化深さの進行は 13 週の時

点において 2mm 以下と良好な結果である。PCa 部材の配筋に

あたって、日本建築学会のプレキャスト鉄筋コンクリート工

事標準仕様書では、耐久性能上、有効な仕上げのない非構造

部材の最小かぶり厚さは 30mm であることを踏まえて、今回

ほたて貝殻砂に置換した試験体の中性化深さは使用上問題の

ない範囲であると言える。 

2.8 ほたて貝殻砂コンクリートの凍結融解試験 

 図 7 にほたて貝殻砂コンクリートにおける各試験体の相対

動弾性係数と質量変化率を示す。図 7 の a)相対動弾性係数に

ついては、調合①～③は微粉末の混入率にかかわらず 300 サ

イクルを終えても 90%以上を保っているのに対し、調合④～

⑥では、最終的に大きく低下しており、調合④と⑤は 300 サ

イクルで 80%前後、調合⑥では 60%以下となった。JASS5 で

は、激しい凍結融解作用を受ける箇所に使用するコンクリー

トの 300 サイクルにおける相対動弾性係数は 85%以上とする

ことをふまえて、BC70/20 シリーズでは、寒冷地においては

十分な耐凍害性を有していないと言える。これは、貝殻砂に

置換することで組織が疎になるためで、置換率の増加で耐凍

害性が低下したものと考えられる。次に、図 7 の b)質量変化

率のグラフから、BC50/5 シリーズは減少しているのに対し、

BC70/20 シリーズは増加している。BC50/5 シリーズについて

は、相対動弾性係数からもわかるように、耐久性が高い傾向

があるため、試験体内部の劣化が起きにくく表面のみに影響

があり質量は減少している。一方で、BC70/20 シリーズは凍

結融解により試験体の外部だけでなく、内部にも劣化が生じ

て水が入り込み、質量が増加したと考えられる。続いて、図 7

の c)耐久性指数より、BC50/5 シリーズはいずれも 90%以上で

あることから、十分な耐凍害性を有していると言える。 

 

3.まとめ 

1) コンクリートのフレッシュ性状は、貝殻砂置換率や微粉

末混入率が大きくなるほど、スランプ値は小さくなるが、

高性能減水剤の添加によって調整が可能である。 

2) 貝殻砂置換率や微粉末混入率が大きいほど単位容積質量

が小さくなり、空気量が大きくなる傾向がある。 

3) 圧縮強度や割裂引張強度は、貝殻砂置換率が大きい調合

の方が、強度上昇が緩やかになるが、最終強度は高くな

ると考えられる。 

4) 気中養生下においては、貝殻砂の微粉末混入率が異なっ

ても圧縮強度に大きく影響はないものと考えられる。 

5) 曲げ強度についても同様に、BC50/5 よりも貝殻砂置換率

の大きい BC70/20 調合の方が材齢 28 日強度は高い。 

6) 扁平で角張った形状を持つ貝殻砂は見かけ上の空隙がで

きやすく、そこから二酸化炭素が入り中性化が進むため

傾向があるため、貝殻砂置換率の違いで多少の差が発生

するが、微粉末による影響は小さく、問題ないと言える。 

7) 一般に微粉末混入率の増加で小さな空隙が大量に発生し

収縮が大きくなるが、貝殻砂微粉末の有無にかかわらず、

フレッシュ時の空気量が小さい貝殻砂コンクリートは、

材料同士が上手くかみ合わさり小さな空隙が多く発生し

て、収縮が大きくなる場合があると考えられる。 

8) 微粉末混入率 0%のコンクリートは大きな空隙が生じて、

水分を多く含み、質量変化率が大きくなり、微粉末混入

率が高い調合は大きな空隙が減り、含水率が少なくなる

ことで質量変化が小さくなると考えられる。 

9) 貝殻砂置換により組織が疎になるため、貝殻砂置換率の

増加で耐凍害性が低下する。また、相対動弾性係数が低

下したものは、試験体の外部だけでなく内部にも劣化が

生じて水が入り込み、質量が増加したと考えられる。 
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